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Ⅰ　はじめに
　地理学における地場産業研究の端緒は、950年代における在来工業研究）や伝統工業研究2）にある。
その後、高度経済成長期を通じて国内の産業構造が大きく変化するなかで、地場産業産地における各
種の変化を捉えようとする研究が数多く蓄積された。また、高度経済成長期後半から安定成長期にか
けてのいわゆる「地方の時代」においては、地場産業が地域経済に果たす役割が注目された。その結
果、地理学者だけでなく経済学者らを中心とした「地域主義」3）論者による研究も盛んに展開され、
地場産業研究の蓄積はさらに厚みを増すこととなった。
　しかし、980年代後半に入り、地場産業全体の衰退傾向が強まると、地理学における地場産業研究
も下火になっていった4）。そのため、近年では地場産業産地における構造変化や産地維持要因が充分
に分析・検討されているとは言い難い状況にある。
　このように地場産業研究が減少し始めたのと時期を同じくして、地理学では産業集積への注目が高
まっていった。なかでも、東京都大田区や大阪府東大阪市などに代表される機械工業集積に関する研
究が盛んに行われるようになった。そこでは、先行する欧米の研究成果が積極的に取り入れられ、多
様な理論が紹介されるとともに、それらの適用可能性が検討されている。こうした研究による成果は、
徐々に一部の地場産業研究にも援用されるようになり、990年代以降、地場産業研究は新たな展開を
みせている。
　そのため、近年の地場産業研究では、研究数の減少と分析視角や分析手法の多様化という傾向が認
められる。そこで、本稿では主に990年代以降の地理学における地場産業研究を対象に、それらの成
果を再検討し、今後の地場産業研究の課題を明らかにしたい。以下ではまず、Ⅱにおいて地場産業の
今日的状況を確認したうえで、これまでの地理学における地場産業研究の動向を概括する。そして、
ⅢおよびⅣにおいて990年代以降の研究成果を分析手法の別に検討し、Ⅴで今後の研究課題に言及し
たい。
Ⅱ　地場産業を取り巻く環境の変化と地場産業研究の動向
１．社会・経済的環境の変化と地場産業の位置づけ
　中小企業庁編（2006）によると、2005年時点で年間生産額が概ね５億円以上の地場産業産地は全国
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に578あるとされる。それらを業種別にみると、「雑貨その他」（98産地；20.2％、以下、単位省略）
が最も多く、以下、「繊維」（89；8.3）、「食料品」（83；7.）、「木工・家具」（67；3.8）、「窯業・土
石」（55；.3）、「機械・金属」（52；0.7）、「衣服・その他の繊維製品」（42；8.6）となっている5）。
また、産地の分布を地域別にみると、関東（4産地；29.0％、以下、単位省略）が最も多く、以下、
近畿（95；9.5）、中部（67；3.8）、九州（50；0.3）、東北（46；9.5）、四国（37；7.6）、中国（37；7.6）、
沖縄（6；.2）となっている6）。
　このように、わが国には各地に地場産業が分布しており、その業種も多岐にわたっている。なかで
も、工芸品や民芸品と呼ばれる製品を生産する一部の産地は、高度経済成長期における民芸ブームの
際に活況を呈した。また、一定割合以上の市場を海外に求めていた輸出型の産地もまた、高度経済成
長期に量産化を図ることで発展した。
　しかしながら、こうしたかつて活況を呈した産地を含む大半の地場産業産地が980年代以降、衰退・
縮小傾向を示しており、その傾向は事業所数や従業者数、生産額の低下に如実に表れている。表１は
近年における事業所数、従業者数、生産額（製造品出荷額等）の推移を地場産業と製造業全体の別に
示したものである。997年と2005年の数値を比較すると、地場産業については事業所数が44.4％減、
従業者数は44.7％減、生産額は50.5％減と、いずれも大幅な減少が見て取れる7）。一方、製造業全体で
は、事業所数が23.5％減、従業者数は8.4％減、生産額は8.7％減と、地場産業に比べて減少幅は小さい。
そのため、いずれの指標においても、製造業全体に占める地場産業の割合が低下傾向にある。
　こうした地場産業の衰退・縮小傾向を生むこととなった要因として、円高による輸出型産地の不振、
注： 998・2000・2003・2005年における製造業の数値は、従業者４人以上の事業所に関する統計と従
業者３人以下の事業所に関する統計の数値を合計したものである。その他の年における製造業の
数値は、推計を含む全製造事業所に関する統計の数値を使用している。また生産額は、地場産業
については「全国の産地」における「生産額」を、製造業については「工業統計表」における「製
造品出荷額等」の数値を使用している。
資料：「工業統計表（産業編）」および「全国の産地 産地概況調査結果」各年版より作成。
事業所数 従業者数 生産額（製造品出荷額等）
地場産業 製造業 割合 地場産業 製造業 割合 地場産業 製造業 割合
（事業所）（事業所）（％） （人） （人） （％） （億円） （億円） （％）
997 74,88 62,830 2.2 690,287 0,473,4 6.6 36,977 3,265,57 4.2 
998 66,29 643,468 0.3 667,358 0,399,378 6.4 28,42 3,093,056 4. 
999 64,047 596,863 0.7 669,8 9,904,473 6.8 7,050 2,945,05 4.0 
2000 60,83 589,73 0.2 567,942 9,700,039 5.9 0,023 3,035,824 3.6 
200 53,805 550,99 9.8 50,672 9,349,026 5.5 00,046 2,892,77 3.5 
2002 46,687 536,59 8.7 59,63 8,783,805 5.9 96,4 2,76,45 3.5 
2003 48,558 504,530 9.6 489,747 8,658,392 5.7 87,55 2,762,302 3.2 
2004 40,69 49,020 8.2 405,74 8,565,954 4.7 74,57 2,867,784 2.6 
2005 4,655 468,84 8.9 38,52 8,55,209 4.5 67,868 2,98,253 2.3 
表１　わが国の製造業に占める地場産業の割合
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消費者需要の変化、第三次産業の成長に伴う新規就業者の減少、安価な代替品の登場や輸入品の増加
等がこれまでの研究で指摘されてきた。また、近年では国内経済の低迷による内需の不振や、企業に
よる資金調達の困難化といった点も衰退・縮小要因として指摘されている。
　以上のような社会・経済的変化に伴う地場産業全体の不振と、全製造業に対する地場産業の地位低
下は、地場産業の重要性の低下という認識を生んでおり、そのような傾向は次節でみる地場産業研究
の動向にも反映されている。
２．従来の地場産業研究の展開と分類
　本節では、わが国における地場産業研究の動向を概観するが、980年代までの研究動向については、
既に李（99）によって詳細に検討されているほか、990年代までの動向についても須山（2003）に
よって概観されている。そのため、主に990年代以前の地場産業研究については、これらの先行研究
における議論に触れつつ動向を把握することとする。また、それ以後のものについては、研究手法や
視角に基づいた類型を示し、Ⅲ以降で詳細な検討を加えたい。
　先述したように、地場産業と呼ばれる各種の産業が「在来工業」や「伝統工業」と称され、地理学
の研究対象とされるようになったのは950年代以降のことである。当時、これらの産業は欧米の先進
資本主義諸国から移植された近代工業との対比のなかで、その産業的特徴が把握された。そこでは、
零細あるいは中小規模の事業所における手工的生産や、それらの事業所が特定地域に集積しつつ分業
化された各工程を担い、それらが商業資本によって統括されるという社会的分業構造が前近代的要素
として注目された。
　しかし、高度経済成長期を迎えると、国内の産業構造が大きく変化するとともに、在来工業や伝統
工業もまた大幅な変容を遂げた。具体的には、伝統的な産地の衰退・縮小傾向と、新たな産地の拡大・
成長といった現象である。そのため、「従来のような「伝統」・「在来」という歴史的概念に着目した
定義ではそうした構造的変化を理解することが困難とな」り、「伝統工業・在来工業の変化を中小企
業問題として位置づけ、地域産業構造の変動を把握するための新たな概念」が求められることとなっ
た（李, 990, pp.44‐45）。
　また、高度経済成長期を通じて、わが国では社会資本整備や工業の分散立地による国土の均衡ある
発展が図られたが、低成長期に入ると、こうした方策に基づく経済発展には陰りがみられるようになっ
た。特に、高度経済成長期に資本や労働力が大都市へと流出した地方部においては、産業基盤整備の
ための先行投資による経済・財政基盤の脆弱化といった問題とも相俟って、都市部との経済的格差が
顕在化した（李, 990, pp.44‐45）。さらに同時期、地方部では、高度経済成長期を通じて発生した
公害問題や環境問題、地域社会や文化の変容、過疎といった各種の地域問題も抱えることとなった。
こうした事態を受け、地方部は従来の中央依存による経済発展から内発的な経済発展への転換、地域
問題の解決といった種々の課題に取り組むこととなり、そのため、地域独自の新たな経済・行政シス
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テムの構築が求められるという「地方の時代」を迎えた。
　「地場産業」という概念は、上述した産業の構造変化を理解する必要性や、社会・経済的変化に伴
う新たな思潮の興隆といった事態を受けて新たに登場したものであり、以後の研究もこれら２つの問
題意識に根差して展開された。
　前者の問題意識に基づく研究では、伝統工業・在来工業と呼ばれてきた産業における構造変化が中
小企業問題として再定位され、産地内における諸要素の関連分析に焦点が置かれた（李, 990, p.46）。
こうした研究は、比較的早い段階から地理学を中心に行われ、970年代前半には既に一定量の蓄積が
みられた。ただし、そうした一連の研究は、「詳細な地域的分析を行ってはいるものの、当該地域に
おける諸要素の関連分析が中心であり、国全体の工業あるいは中小企業全体との関連や全国的位置づ
けに力点を置くことはなかった」（李, 990, p.45）とされる。事実、当時の地場産業研究の多くは個
別産地の実態解明にその力点を置いており、全国的な地場産業の動向や地場産業と国民経済との関連
性等に関する議論がみられるようになったのは980年代以降のことであった8）。
　一方、後者の問題意識に基づく研究は、「地域社会、地域経済の重要な担い手としての地場産業の
役割に注目して、地域政策手段の一つとして（地場産業を）捉える立場（括弧内は筆者）」（李、990、
p.45）から、地域主義論者を中心に展開された。そこでは、従来の産業研究のように現状を解明す
るだけでなく、地場産業を中心に据えた地域経済の将来的ビジョンを提示することや、それを達成す
るための政策の提言などに焦点があてられた9）。しかしながら、これらの研究では、地域主義の理念
が先行しがちであったことに加え、実証研究においても「個々の地場産業の「産業」としての特性を
とらえることに主眼が置かれ、それに対する政策は、その「産業」ないしその分野の「個別企業」の
振興を目的とするもの」であり、そのため「立地ないし地域という点を素通り」する傾向があったこ
とが指摘されている（青野, 980, pp.2‐3）。
　このように、当時の地場産業研究では、総じて地場産業の産業
4 4
形態が重要視されていた。そのため、
杉岡（973）が指摘しているように、当時の地場産業研究は「わずかに“産地”あるいは“地場産業”
の問題として特定地域に集中して集積された中小企業群を、とりあげるという方法が定着していたに
すぎ」ず、「「土地」あるいは「特定地域への集中」が言われながら、その産業がある地域に立地ない
し集中している意味、あるいはその地域経済とのかかわりあいが、深く究明されることは殆んどなかっ
た」（p.）0）。
　その後、980年代後半になると、一転して地場産業研究が減少し始めたが）、これは、地場産業自
体が衰退傾向を示すようになったことと軌を一にしていた。また、地場産業を研究対象とする研究者
の数も減少してゆき、今日では特定の研究者による成果を中心に僅かな蓄積が確認できる程度であ
る2）。それらの研究を概観すると、以下のような傾向が指摘できる。
　まず第一点目として、伝統的な産地が研究対象として取り上げられることが多いという点である。
中小企業庁編（2006）によると、全国486産地中、産地形成期が「江戸時代又はそれ以前」の産地は
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99産地（全体の40.9％）、「明治時代」の産地は8産地（同24.3％）となっており（p.79）、伝統的な
産地が全体の半数以上を占めていることは事実である3）。しかし、実際の研究成果をみると、伝統的
な産地、なかでも江戸時代以前に形成された織物産地や陶磁器産地、漆器産地などが取り上げられる
割合が上記の数値を大きく上回っている4）。
　第二の傾向は、特定の研究者による継続的な研究が多く、そこでは従来と同様、産業論的アプロー
チが採用されることが多いということである。一部では、産業集積研究の知見を取り入れた技術習得
システム等への言及もみられるが、依然として分析の中心は産地構造分析に置かれているケースが多
い。これら、産業論的アプローチを中心に据えた研究成果についてはⅢで詳しく言及する。
　第三の傾向は、主に990年代後半以降、一部の研究者による新たな視角からの研究が展開され始め
たことである。そうした動向のなかでも主流を占めるのが、産業集積研究の成果を地場産業研究に応
用したものである。これらの研究では、欧米の研究成果を積極的に取り入れるとともに、国内の産業
集積研究から得られた知見等も援用されている。また、この他にも地場産業を経済的側面からだけで
なく、地域社会や地域文化との関わりから捉えようとする文化地理学的視点からの研究もみられる。
こうした新しい視角からの研究の動向については、Ⅳにて詳しく検討する。
Ⅲ　従来的手法を基礎とした地場産業研究の動向
　先述したように、従来の地理学における地場産業研究の特徴は、産業論的アプローチと呼ばれる手
法にあり、その分析の主眼は分業構造を中心とした生産・流通構造や企業の空間的配置に置かれてい
た。そして、そうした傾向は、近年においても多くの研究で確認される5）。
　例えば、井出（997）では、甲府地方の宝飾工業を事例に、宝石・貴石の輸入方法の変化や一部工
程の機械化、需要の変化等を原因とした産地内における貴金属加工と宝石研磨業の地位の逆転が明ら
かにされている。また、業種別、従業者規模別、創業年代別の企業の空間的配置が併せて分析されて
おり、こうした分析手法は大川家具産地を事例とした井出（999）でも認められる。
　上記以外にも、高柳（2003）では、秋田県角館の樺細工産業を事例に、主に990年代以降の景気低
迷期における産地構造の変化が捉えられているほか、福井の合繊織物産地を取り上げた立川（997）
でも985年以降の円高に伴う産地構造の変化が明らかにされている。また、上野・立川（2003）では、
大島紬織物を事例に、奄美大島産地と鹿児島産地の間における競合・共存関係が明らかにされており、
その過程では生産流通構造や職工の空間的分布が分析されている。そして、両産地間における内部的
な競合・共存という構造に対し、外部的には中央に従属する構造が形成されていることも併せて指摘
されており、産地存続のためには、「伝統技術と地域文化を競争優位とする『産業集積の再生』が喫
緊の課題」（上野・立川, 2003, p.59）であると述べられている。
　上野・立川（2003）では「産業集積」という語が用いられているが、このように従来的な研究手法
に拠りながらも産業集積研究を意識した研究は他にも散見される。例えば、青木（2008）では、産業
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集積研究で重要視されている「革新性」を分析視角の一つとした陶磁器産地の比較研究がなされてい
る。そこでは、固有技術への過度の依存が革新性を阻害することや、革新性への過度の依存が産地の
一体性を喪失させること、固有技術を基礎とした革新性が新たに創出されないことによる産地の競争
力低下が指摘されている。また、山本（2006）では、水沢鋳物産地における工芸品から産業機械部品
への製品転換に伴う産地構造の変化が分析されている。そこでは産業論的アプローチによる分析に加
え、企業間ネットワークや産学連携による企業と大学等の研究機関との間のネットワークについても
言及されており、クラスター理論（Ⅳで後述）を意識した分析も試みられている。
　これらの研究は、従来の研究に新たな視角を取り入れようとする試みとして理解されるが、あくま
で分析の主眼は従来と同じ産地構造に置かれている。そのため、革新性やネットワーク等に関する分
析は補足的なものにとどまっており、これらの研究においても「地域を等閑視しがち」な産業論的ア
プローチの課題が克服されているとは言い難い。しかしながら、地場産業研究が大幅に減少している
今日にあっては、若干の課題を孕みつつも事例研究が蓄積され、近年における産地の変化が明らかに
されることには一定の意義があるといえる。
　このほか、上記の研究以外にも産業論的アプローチを基礎としつつ、分業構造や企業の空間的配置
以外の要素に注目した研究がある。その代表的なものが労働力に注目した研究であり、そこでは主に
労働市場の変化や労働力の再生産、技術継承などが分析対象とされている。例えば、須山（992・
993）では、輪島漆器産地を事例に、徒弟制度を基盤とした熟練労働力の再生産過程が分析されてい
る。また、職人の空間移動をライフパスとして分析することによって、産地中心部における漆器製造
業者の集積の維持と、産地の空間的な拡大過程も併せて明らかにされている。
　豆本（2006）では、大川家具産地における労働市場や地域雇用の変化が分析されている。そこでは、
製造工程の機械化に伴い、従来の徒弟制度に代わって一般的な雇用形態が普及したことと、それによ
る労働市場の流動性の高まりが明らかにされている。また、需要の季節変動の大きさから、近年では
季節労働者やパートタイム労働者を活用するケースが多く、そのことが非正規雇用の増加や従業者の
高齢化を招いていることも指摘されている。
　このほかにも、初沢（2006）では、備前・旭川の両陶磁器産地における人材養成システムが分析さ
れている。それによると、伝統的産地である備前産地では、弟子入りによる技術伝承という人材養成
システムが確立されているが、高度経済成長期以降に形成された旭川産地では、そうした弟子入りが
可能な窯元が少ないため、それに代わるものとして初心者を対象とした技術研修が行われている。初
沢は、「産地の人材養成システムはその産地の特性を反映したものであり、製品の特性や生産構造な
どと深く結びついている」とした上で、「産地の振興を図るためには産地の特性にあった人材養成シ
ステムを検討」することが必要であり、そのためには公的試験場等における技術・技能の教育や技術
指導が今後、更に重要性を増してゆくと指摘している（初沢, 2006, p.39）。
　これらの研究では、生産要素としての労働力を中心に分析を行っている点で、生産・流通構造の分
29
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第34号 （202.）
析を中心に据えた研究との相違点が見出せる。従来も労働力に着目した研究は行われてきたが、これ
らの研究は近年における労働市場の変化を捉えている点や、労働力の再生産システムを明らかにした
点で新たな知見を提供している。また、労働力の再生産に関しては、技術継承の場面における技術・
知識の伝達過程を学習過程として捉えることが可能である。その点では、後述する産業集積研究にお
ける「学習地域」概念の適用可能性も考えられ、今後はそうした理論の適用可能性の検討を含め、更
なる事例分析が期待される。
Ⅳ　新しい視角からの地場産業研究の展開
　先述したように、980年代以降、地場産業研究の絶対量が減少するなかで、一部では新たな視角か
ら地場産業を捉えようとする試みがなされている。そのうちの一つは990年代以降、わが国の工業地
理学においても盛んに取り上げられてきた「産業集積」の一類型として地場産業を捉えようとするも
のである。これらの研究では、国内における産業集積研究の成果だけでなく、海外の研究成果なども
援用しつつ、地場産業の産地維持要因等が検討されている。
　そして、もう一つの試みとして、地場産業を地域文化や地域の社会構造といったものとの関わりか
ら今一度捉えなおそうとするものがある。これらの研究では、経済的側面だけでなく、文化や社会構
造といった視角からも地場産業と地域や住民（従業者）との関係を検討することで、地域における地
場産業の意味や産地の維持要因等が検討されている。以下では、これら２つの新しい研究動向につい
て検討したい。
１．集積論の成果を援用した地場産業研究
１）産業集積研究の展開
　周知のように、近年における産業集積研究の活性化は、ピオリ・セーブルによって著された『第二
の産業分水嶺』をその端緒としている。本書では、マルクス経済学の考えから、970年代に従来のフォー
ディズムに基づく蓄積体制が危機を迎えたと捉えられている。そのうえで、先進資本主義諸国におい
ては大量生産方式を採用してきた産業部門の低開発国への移転と、「クラフト的生産技術にいま一度
立ち返ろうとする」（ピオリ・セーブル, 993, p.７）柔軟な専門化（flexible specialization）という、
相反する戦略が採用されると言われている。柔軟な専門化とは、「特定の工程に特化した中小企業群が、
その時の状況にあわせて離合集散を繰り返すことで、多様な製品を生産すると同時に、全体として市
場の変化に柔軟に対応する生産体制のこと」（藤川, 2002, p.86）をいう。また、それは単に手工的生
産への回帰を意味するのではなく、「コンピュータ制御の汎用機を技術的基盤とし、それを使いこな
す熟練技術の伝承を保証する地域産業コミュニティ、すなわち「産業地域」の再出現をもたらす」（松
原, 999, p.92）ものとされる。そして、グローバリゼーションのなかで競争優位を発揮する産業集積
地域の典型例としてサードイタリーが挙げられており、日本においても類似した産業集積地域への関
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心が高まり、多数の研究成果がもたらされることとなった6）。
　その後、産業集積に関する研究では、集積内におけるフレキシビリティとそこで生み出されるイノ
ベーションが主な関心事項とされたが、その過程では、経済学や社会学といった隣接諸分野から様々
な理論や概念が導入されていった。以下では、主な研究成果について、それらが主に依拠している理
論や視角の別にその成果を概観する。
　産業集積に関する海外研究の成果として早くに日本に紹介されたのが、新制度派経済学の理論に基
づく研究であった。その代表的なものとして、スコット（Scott, A.J., 988）による「新産業空間（new 
industrial space）」論がある。新制度派経済学の特徴は、新古典派経済学が前提とする完全合理性を
否定しつつ、個人の合理的行動から事象を説明する限定合理性の考え方を採用する点にある7）。こう
した前提のもと、スコットはウィリアムソン（Williamson, O. E., 980）による「取引コスト」の概
念を援用し、「新産業空間」の形成を説明する。そこではまず、市場の多様化、変化の激しさから生
産工程の垂直分割（外部化）が生じ、それにより発生する取引コストの低減を図るために集積が生じ
ると説明される。このとき、集積の形成は限定合理性に基づく取引コスト最小化の行動の帰結として
捉えることができる。
　スコットと同様、ストーパー（Storper, M., 997）もまた、取引コストに注目している。ただし、
そこでは個人的な関係や慣習、評判といった取引関係の質的な側面が重視されており、「関係特殊資
産（relational assets）」という観点から「領域化」が取り上げられている。松原（999）によると、
この「関係特殊資産」という考え方は浅沼（997）による「関係的技能」8）という概念に着想を得
たものと考えられ、生産過程における学習9）を通じて集積内の企業や組織が社会的に相互依存した
関係（取引されない相互依存性；untraded interdependency）を持つようになるとされる。そして、
企業間関係が「関係特殊資産」にまで高められることによって「領域化」が生じる、すなわち、ある
まとまりをもった産業集積地域が形成されると説明される。
　ストーパーによる関係特殊資産のように、主体間の関係性に注目したものとして、産業社会学や組
織社会学におけるネットワークに着目した研究がある。そこでは、グラノヴェター（Granovetter, M.）
による「埋め込み（embeddedness）」20）概念に依拠しつつ、個人や企業、組織による経済活動が、
それらの属する社会における諸関係に影響されることを論じている。こうした議論の代表的なものと
して、フクヤマ（996）や千葉（997）、Sako（992）、酒向（998）といった「信頼（trust）」、「義
務（obligation）」、「グッドウィル（goodwill）」をキーワードした研究がある。
　次に、近年の産業集積研究に対して強い影響力を与えているものとして、マルクス経済学に基づい
た理論がある。先述したピオリ・セーブルもマルクス経済学の視点から、フォーディズムの危機を論
の端緒としていたが、マルクス経済学では、資本主義を本来的に不安定で危機を内包するものとして
捉えており、そのうえで歴史的にみられる経済的パターンや制度が存在する理由を捉えようとしてい
る。こうしたマルクス経済学における理論のなかで代表的なものが、レギュラシオン理論である。こ
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れは、ボワイエ（990a・990b）やリピエッツ（2002）らを中心に、「調整（レギュラシオン；
régulation）」を鍵概念として論じられているもので、「マクロ的な制度へ注目することにより資本主
義の動態的分析を目指」（水野、20、p.2）している。小田（2004）によると、リピエッツはフォー
ディズムによる空間的組織原理として領域的分散、つまり、テーラー主義的原理の空間的投影として
の企業内地域間分業を指摘する一方で、ポスト・フォーディズムの産業空間については、垂直準統合
の重要性とそれに伴う地域的な企業の集積を指摘している2）。
　また、その後、理論が精緻化されてゆくにつれ、「新しい制度や規範の発生を解明するためにミク
ロレベルの分析が求められるようになった」が、「レギュラシオン理論はミクロ的基礎を持たないた
め…コンヴァンシオン理論を取り入れることでそれを補おうとした」（立見, 2000, p.553）。コンヴァ
ンシオン理論は、新しい制度学派による理論であり、その特徴はマクロな視点から調整様式と蓄積体
制を分析するレギュラシオン理論に対し、ミクロな視点から個人間の関係と合意・慣行（コンヴァン
シオン；conventions）22）に注目する点にある。こうした理論の導入によって提示された概念が「地
域的レギュラシオン（régionale régulation）」であり、これが地域経済の内発的な発展を支える調整
様式（ガヴァナンス）として機能することが指摘されている。
　一方、コンヴァンシオン理論に基づく研究では、地域的なコンヴァンシオン（合意・慣行）が地域
経済の動向に様々な影響を与えるという見地から、コンヴァンシオンの内容やそれが果たす機能・役
割が分析されている。コンヴァンシオンは、戦略的アプローチと解釈学的アプローチと呼ばれる二つ
の方法によって探求されている。戦略的アプローチでは、主に人々の行為を調整する行為規則として
の慣行―「慣行的規則」―が探求されているのに対し、戦略的アプローチでは、人々の意識（表象）
を調整する「集合的表象（世界観のようなもの）」としての慣行―「評価モデル」―と、「慣行的規則」
と「評価モデル」との相互関係が探求されている23）。
　以上がレギュラシオン理論とコンヴァンシオン理論に基づく研究の概略であるが、両者は以下の2
点の認識を共有している点で特徴的である。一つは、「新古典派的な市場メカニズムの自動調整機能
を認めず、制度や規範や合意などの非市場的調整のみが不確実性の下で交換の規則性と安定性を保証
しうるという認識」であり、もう一つは、産業社会学と同様に、「経済は社会へ埋め込まれていると
いう認識」である（水野, 20, p.3）。
　上述の各理論に加え、近年の産業集積研究に大きな影響を与えているのが、進化経済学の理論であ
る。外枦保（202）によると、進化経済学では、収穫逓増と経路依存の存在から新古典派経済学にお
ける均衡概念が批判されるとともに、進化論のアナロジーが採り入れられており、ルーティンと探索
が鍵概念とされる。ルーティンとは、企業等における規則的な行動パターンを指すもので、明示化さ
れていない個人的知識や暗黙知24）を含む。これは不確実性を低減するというプラスの作用を持つ一
方で、ルーティンの硬直化による環境変化への適応力の低下というマイナスの作用ももたらす（外枦
保, 202, p.42）。また、探索とは「ルーティンに導かれて他のルーティンを変化させる過程」（外枦保, 
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202, p.4）を指す。こうした進化経済学のエッセンスを地理学にとり入れた進化経済地理学では、
変化の過程やメカニズムに注目し、主に経路依存性（path-dependency）25）に注目した研究の蓄積が
厚い。それらの研究では、地域経済の発展経路を域内企業のルーティンが束になったものとして捉え
たうえで、「ロックイン概念を手掛かりとして、地域の発展経路を描く手法も開発されている」（外枦
保、202、p.5）26）。
　このほか、産業集積研究に影響を及ぼした理論として、ポーターによるクラスター論（ポーター, 
990・998）とクルーグマンらによる空間経済学の視点に基づいた産業集積論（クルーグマン, 
994・997, 藤田ほか2000）がある。ポーターはクラスターを「ある特定の分野に属し、相互に関連
した、企業と機関からなる地理的に近接した集団」（ポーター, 998, p.70）とし、競争の地域的な単
位としてクラスターを捉えたうえで、競争におけるクラスターの意義として生産性の上昇やイノベー
ション・新規創業への影響力を指摘している。このクラスター論は、日本の中小企業政策にも多大な
影響を与えており、997年版『通商白書』における記述27）や、200年の経済産業省による「産業ク
ラスター計画」28）の発表などをみても、その影響の大きさがうかがえる。
　また、クルーグマンは「産業集積の発生と持続の根拠を、「複数均衡」という可能性のなかで「収
穫逓増」と「輸送費の最小化」および「金銭的外部性」の相互性に求め」（山本, 2003, p.554）た。ク
ルーグマンによる産業集積への注目は、従来の経済学における空間的・地理的要素の欠落を見直す契
機となった。ただし、クルーグマンは分析のなかで、集積の利益として技術のスピルオーバーに言及
してはいるものの、「技術革新、したがって知識の創造メカニズムを明らかにすることには冷淡だった」
（山本, 2003, p.554）とされる。現在、産業集積地域が発揮する競争力の源泉は、集積内における知識
創造とそれに基づくイノベーション能力にあると考えられているが、そうした動態的なプロセスに十
分な注意が払われていないという点で、進化経済学等との相違点が指摘できる。
２）集積論の成果を援用した地場産業研究
　前項で記したような産業集積研究の展開を受け、地場産業研究においても新たな理論や分析視角を
導入する動きがみられるようになった。ただし、それらを地場産業研究へと採り入れる方法は様々で
あり、すべての分析を新しい理論に立脚して行う研究もあれば、従来的な手法との併用による研究も
ある。このうち、新しい理論に立脚した研究の代表的なものに、立見によるレギュラシオン理論やコ
ンヴァンシオン理論を用いた一連の研究がある。これらの研究では、地場産業産地の動態的側面の把
握が試みられている。
　例えば、立見（2000）は岐阜と信州の寒天産地を対象に、ボワイエによる「地域的レギュラシオン」
の概念を援用することで、地場産業地域の変動を動態的に捉えている29）。そこでは、経路依存性の概
念から産地の初期条件（成立・発展過程）が検討されており、岐阜産地では県の政策や企業と問屋の
有機的（互恵的）関係、信州産地については内生的発展過程における組合による品質・価格に関する
コンヴァンシオン（合意）の形成がそれぞれの産地の発展・維持に重要な役割を果たしてきたことが
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明らかにされている。ただし、これらの調整様式が当該産業を取り巻く環境の変化に対して硬直的で
あったために、近年における産地の衰退が引き起こされたことも併せて指摘されている。こうした点
を踏まえて立見（2000）は、「産地の発展と衰退は、従業量や生産量のような量的な把握のみで捉え
られるものではなく、地域的レギュラシオンの生成と崩壊として捉えなければならない」（p.572）と
している。
　また、立見（2006）では、コンヴァンシオン理論と「生産の世界」論30）の地場産業研究への適用
可能性が模索されている。コンヴァンシオン理論については、「評価モデルとしての慣行」3）に着目し、
今治タオル産地における危機とそれへの対応過程において、新しい「評価モデル」が生成され、旧来
の慣行（取引関係や製品）が変化したことが示唆されている。一方、「生産の世界」論については、
児島アパレル産地を事例に、学生服・ユニフォーム・デニム・アパレル製品の生産が属する「生産の
可能世界」が示され、児島産地における「生産の世界」の並存状態が示されている。その上で、「生
産の可能世界」の経済論理に対応するコンヴァンシオンが形成されていることによって、児島アパレ
ル産地が発展してきたことが説明されている。
　ただし、立見（2004・2006）による児島アパレル産地に関する分析では、各種製品の生産が属する
「生産の可能世界」がやや恣意的に判断されている感がある32）。また、「生産の世界」論は、集積の動
態的側面（イノベーションの生成過程）を説明しきれないイノベーティブ・ミリュウ論を乗り越える
ものとして提示されているが、立見（2004・2006）においても集積の成長を促すロジックが明確に示
されているとは言い難い。このように、いくつかの課題は散見されるものの、新たな理論の地場産業
研究への適用を試みた点で、立見による一連の研究は意義深いといえる。
　続いて、産業集積研究で用いられてきた理論と従来的な手法との併用による研究についてみてゆく。
初沢（2005）では、陶磁器産地の革新を捉えることを目的に、新製品開発と技術・技能の習得システ
ムに焦点が当てられている。具体的には、益子産地における濱田庄司の来住に伴う民芸運動との接触
と技術習得システムの形成、笠間産地における公的機関による技術習得システムの確立と人材育成が
革新につながったことが明らかにされている。このように、初沢（2005）では、産地内における「学
習」を分析の中心に据えているほか、今後の産地振興の鍵として産地内外のネットワーク化にも言及
するなど、地場産業産地を産業集積の一類型として捉える手法が示されている。
　同様に、地場産業研究に産業集積研究の分析視角を採り入れた研究として、秋田県の川連漆器産地
における産地活性化をとり上げた上野（2004）がある。そこでは、需要縮小期における対応策として
高付加価値生産を実現するために結成された研修グループやプロジェクトチームが分析対象とされて
いる。そして、研修グループが産地の「学習」の場として、プロジェクトチームがフレキシブルな企
業間ネットワークとしてそれぞれ捉えられており、こうしたグループの結成を主導した個人、すなわ
ち産地を牽引する個人の重要性が指摘されている。
　また、山本（2000・2002・2005）による履物産地を対象とした一連の研究においても、産業集積研
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究で注目されている概念を取り入れた分析が試みられている。山本（2000）では、阪神・淡路大震災
後の神戸ケミカルシューズ産地における早期の生産再開が、震災前の分業構造を維持することによっ
て可能になったことが明らかにされるとともに、産地内における「信頼」に基づいた企業間ネットワー
クの重要性が指摘されている。また、山本（2002）では、山本（2000）で取り上げられた企業間ネッ
トワークが経済的要素だけでなく、韓国・朝鮮人コミュニティの存在によっても支えられており、両
者が相補的に作用することで企業間ネットワークが形成・維持されていることが明らかにされている。
　上記の各研究は、地場産業産地の比較優位の源泉として、産地内における学習活動やそれに基づく
イノベーション等に注目している点で産業集積論の影響を強く受けている。また、これらの研究では
産業論的アプローチによる産地分析も試みられており、その点では従来の研究に比べてより多角的、
動態的に地場産業が捉えられているともいえる。ただし、学習やイノベーションといった概念もまた、
地場産業の産業
4 4
としての側面に焦点を当てたものである。そのため、これらの研究においても、地域
内で地場産業が果たす社会・文化的役割やその意味については十分に検討されておらず、産業論的ア
プローチに対して向けられた批判をこれらの研究が克服しているとは言い難い。
２．文化地理学的視角からの地場産業研究
　近年の地場産業研究におけるもう一つの新たな動向として、文化地理学的視角からの研究の増加が
指摘できる。こうした動向は、「地場産業を地域的存在たらしめる最大の要素は、それに従事する人
びとが生産者であると同時にその地域に暮らす住民でもある」（須山, 2003, p.9）という事実が再認
識されるようになったことを背景としている。これらの研究では、風土、コミュニティ、家族、個人
といったものをキーワードとした分析が試みられている。
　そうした研究の代表的なものとして、濱田による伝統的陶磁器産地を対象とした一連の研究がある。
まず、濱田（998）では福岡県小石原陶業産地の変容を民芸運動との関わりにおいて分析している。
そこでは、職人重視の思想をもつ民芸運動と小石原産地内の一人の廻り職人（成形専門の職人）との
接触をきっかけに、旧来の産地構造が民芸運動の思想に合致する形態へと変容してゆく過程が明らか
にされている。また、その過程において、当該の廻り職人が「柳の言説を巧みに取り入れることによ
り、陶工としてのアイデンティティを確立し」（濱田, 998, p.620）たとされており、そこでは個人に
注目する独特の分析視角が確認される。
　また、濱田（2002）では濱田（998）と同様に民芸運動と陶磁器産地との関わりについて、大分県
小鹿田陶業産地を事例に、「文化の客体化」論的視点の導入によって分析が行われている。そこでは、
民芸運動によって当該産地に付与された伝統的陶磁器産地というイメージに対し、産地の窯元らが自
覚的であり、そのうえで意識的に産地の伝統が保持されてきたことが明らかにされている。そのため、
当該産地では市場からの増産の要請に対しても、短期的な経済合理的な判断に基づく機械導入を行わ
ず、長期的な判断による伝統の保持という方向性を選択している。
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　濱田と同様に民芸運動に注目した研究に、宮川（996）がある。そこでは、愛媛県の砥部焼産地と
民芸運動との関わりが分析されており、柳宗悦やバーナード・リーチ、濱田庄司といった民芸運動の
同人が逗留した際の、彼らと産地の職人との接触が砥部産地を民芸産地化してゆくきっかけになった
ことが指摘されている。また、その後の産地内における技術伝播については、産地が生み出してきた
学校や組合、試験場の果たした役割が大きかったことが明らかにされており、このこともまた、砥部
産地の民芸産地化に大きく影響していたことが指摘されている。
　また、宮川による地場産業研究の成果として、「風土」をキーワードとした一連の研究がある（宮川、
2000・200・2002・2003）。それらの研究において宮川は、三澤勝衛や和辻哲郎によって示された「風
土」概念を評価・再検討したうえで（宮川, 988）、独自の風土文化産業論を展開している。そこでは、
地場産業を単なる産業としてではなく、地域やそこに暮らす人々の生活に強く結びついた存在として
捉えており、製品の特性や種類といったものが各産地の風土に影響されつつ形成されていったことを
論証している。須山（2003）が指摘するように、「宮川のいう風土文化には、自然条件や歴史性にと
どまらず、きわめて広範な意味内容が含まれている」（p.9）。そのため、産地が発展してゆく歴史
的な経緯や産地内の社会構造、対象産地と都市部（京都・京文化）との関係性など、その分析対象は
多岐にわたっている33）。結果、宮川による一連の研究では地域の変化が包括的に捉えられているが、「そ
の広範さゆえ、風土文化の構成要素と産業の関わり方についての整理が曖昧」（須山 , 2003, 
pp.9‐92）であるとの指摘もなされている34）。
　この他にも、若干数ではあるが、文化的要素を重視した研究が確認される。例えば、上野（2007）は、
沖縄県大宜味村喜如嘉における芭蕉布生産を取り上げ、一貫生産志向の産地構造を明らかにしている。
上野によると、芭蕉布は他の工芸品などにもみられる希少性や伝統的・手工業的技術といった要素に
加え、沖縄独自の文化的背景、そして「芭蕉布の復活と工芸的・文化的価値を高めた人間の存在と努
力が認知され、いわゆる生産者の人間性を内包した価値が市場での評価を高めている」（上野, 2007, 
p.38）工芸品である。そのため、繊維・織物類の工芸品のなかでは珍しい一貫生産という産地構造が
芭蕉布生産にとっては合理的な形態であることを指摘している。
　また、上野・石田（200）では沖縄県の久米島紬織物産地を事例に、生産組織と「共生互助空間」
としての地域社会との関係性が分析されている。この共生互助空間とは、地域の歴史・社会・文化等
の非経済的要素が埋め込まれた空間としての地域社会を指すもので、その存在によって、経済理論が
優先される状況（和装需要の激減）での産地の存続が可能になっていることが指摘されている。
Ⅴ　おわりに
　本稿では、近年の地場産業研究における成果を整理し、今後の研究課題を抽出することを目的に、
990年代以降の地理学における研究を通観した。そこでは、研究数が減少するなかにあって、その分
析視角が多様化するという傾向が確認された。具体的には、990年代以降、多くの蓄積がみられた産
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業集積研究からの知見を援用した研究や、地域の文化や社会構造といったものに注目しつつ地場産業
を捉えなおした文化地理学的研究がそれに当たる。そこで、本稿では近年における地場産業研究を①
従来の産業論的視角からの研究、②産業集積研究の成果を援用した研究、③文化地理学的視角からの
研究の３つに大別し、それらの成果を検討してきた。以下では、そこから得られた結果を簡潔にまと
めるとともに、今後の課題について言及したい。
　まず、Ⅲでみた①従来の産業論的視角からの研究では、従来の研究と同じ要素が分析の中心に据え
られることで、各産地の経年変化が明確にされており、その点が最も重要な成果として指摘できる。
特に980年代以降、日本の産業構造は国際化・グローバル化といった環境変化に伴って大幅な変化を
遂げており、それは地場産業も例外ではない。そのため、生産・流通構造や企業の空間的配置の変化
を捉え、その要因分析を行うことは、今後の産地間比較等を通じた理論化への重要な足がかりになる
と期待される。
　しかし、①の研究に対しては、かつての産業論的アプローチによる研究に向けられたものと同様の
課題を指摘することができる。すなわち、①の研究においても「「特定地域への集中」が言われながら、
その産業がある地域に立地ないし集中している意味、あるいはその地域経済とのかかわりあいが、深
く究明されること」（杉岡, 973, p.）が少ないという問題点が見受けられる。また、近年では行政
によって地場産業の振興が図られていることから、①の研究のなかにもそうした振興策について言及
したものがある。しかしながら、そこでも地場産業
4 4 4 4
にもたらされる経済的
4 4 4
効果についての議論のみに
終始する傾向が認められるため、今後は振興策が講じられることによる地域経済全体
4 4 4 4 4 4
への影響や、社
4
会
4
・文化的
4 4 4
な意義にまで踏み込んだ議論も求められるといえよう。
　次に、Ⅳ‐１でみた②産業集積研究の成果を援用した研究による最大の成果は、従来の地場産業に
は無かった新たな分析枠組みをもたらしたことにあった。従来の研究においても、産地や産業に独自
の商慣行や技術習得の過程に関して言及されていたが、それらはあくまで補足的な要素として扱われ
ていた。②の研究では、これまで中心的に扱われてこなかったそれらの要素を新たな理論を用いるこ
とによって議論の中心に据え、それらが産地の形成・維持に果たす役割の重要性を指摘した。
　ただし、②の研究に関しても若干の問題点が指摘できる。そのうちの一つは、先述したようにこれ
らの研究においても、対象が地場産業の産業
4 4
としての側面に限られているという点である。また、い
ま一つの問題点は、新たに指摘されるようになった商慣行や合意形成のプロセス、学習過程といった
ものがどのように形成され、維持されていくのかというロジックが未だ判然としていない点である。
②に分類される実証研究の多くは、理論の大枠のなかで分析が行われており、そこでは確かに慣行等
の重要性が認識できる。しかしながら、それらの具体的内容や形成・維持のロジックにこそ、地理学
が明らかにすべき地域差が存在している。そのため、理論の大枠が地場産業研究に適用可能であるこ
とのみが証明されている現段階では、一見すると海外の産業集積と日本の地場産業産地の間に地域差
が無いかのようにさえ見えてしまうという問題点を孕んでいる。このことから、②の研究で用いられ
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ている理論や概念を援用する際には、慎重を期す必要があるといえよう。
　最後に、Ⅳ‐２でみた③文化地理学的視角からの研究の重要性は、上述の①や②の研究において見
逃されがちである地域・産地の独自性が何によってもたらされているのかという点を究明している点
にある。従来の研究では先述したように、あくまでも地場産業の産業
4 4
としての側面に注目した研究が
大半を占めてきた。しかしながら、その産業自体を形成・維持するためには、そこで生活し、産業に
従事している個人の動向や、それらの人々によって形成された文化―宮川がいう風土―の働きが大き
く影響している。その事実を明らかにした点に、これらの研究の意義がある。
　以上のように、990年代以降の地理学における地場産業研究では、様々な視角からの分析が試みら
れてきた。ただし、ここまで見てきたように、いずれの研究もそれぞれに課題を抱えている。特に②
の研究で用いられている新しい理論・概念の多くは、産業の競争力を分析することには適しているが、
産地全体を分析する枠組みとしては不十分であるといえる。なぜなら、これまでの研究成果を俯瞰す
ると、それらの理論・概念を用いた分析では、あくまで一般的な産業
4 4
の競争力を創出するために必要
な条件が提示されるにとどまっており、地域・産地や産業の独自性を考慮した産地
4 4
の競争力を創出す
るための条件が明確に導出されてはいないからである。
　また、③の研究でみられたような、地域・産地の独自性を生む要因としての地域文化や社会構造へ
の注目は、これまでの研究で見逃されがちであった地域と産業との関係性を明らかにするために必要
なことであるといえる。ただし、これらの要素を極端に重視することは、個別産地の独自性を強調し
た事例分析に終始してしまう可能性を孕んでおり、ひいては、それが地場産業全体を俯瞰する理論を
構築する際の妨げになる恐れがある。
　以上の点を踏まえると、今後の地場産業研究における分析視角として考えられるのは、②や③で示
された新たな概念・エッセンスを取り入れつつも、中心となる分析視角には産業論的アプローチを据
えるという方法である。こうした手法をとることで、産業的側面あるいは社会・文化的側面への偏り
を回避するとともに、従来までの研究の蓄積を活かし、近年における産業構造の変化を正確に把握す
ることが可能になると考えられる。
注
１ ）幸田（967）によると、「在来工業は、おもに明治以降先進工業国から移植された近代工業に対する概念
で…移植工業の導入前にわが風土に自生し、生活の中で育ち、これらと融合し、いわば環境づけられたも
のとして、より日本的であり、封建的工業の伝統にたつものとして固有工業とか伝統工業ともいわれる」。
また、「在来工業は技術的には手工業的で…問屋資本の支配下にたち…地域の需要に対応すべく…消費財生
産に強く傾斜し…資本と労働も郷土性が濃厚で…分散立地性（で）…元来が農村社会の中で多く生育した（括
弧内は筆者が加筆）」とされている（pp.58‐60）。
２ ）南種（942）は伝統工業について「固有なると外国より伝来したとに拘わらず、我が国に於て長い歴史
を持つものを伝統工業とし幕末頃に境界を置くことは適当な分類といひ得よう」としている（p.６）。また、
遠藤（969）は「伝統産業とは、外来の機械生産による近代的産業…に対して、日本に歴史的に早くから
起こって、日本の風土の中で日本の原料と日本人の技術によって生産されてきた産業のことである」とし、
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さらに、「近代産業としての外来産業・移植産業に対するものであり、機械生産に対する手工的生産、つま
り手工業のことである。したがって、…伝統工芸ということと一致してくることが多い。ここで問題とす
る伝統産業も伝統手工業・伝統工芸のこととなってくる」としている（p.0）。
３ ）代表的な地域主義論者の一人である玉野井（979）によると、地域主義とは「地域に生きる生活者たち
がその自然・歴史・風土を背景に、その地域社会または地域の共同体にたいして一体感を持ち、経済的自
立性をふまえて、みずからの政治的・行政的自律性と文化的独自性を追求すること」とされている（p.9）。
４ ）上野（200, p.４）による。また、上野は地場産業研究全体のピークが970～80年代であったことを指摘
したうえで、地理学からの研究は960～970年代に最も多く、980年代以降は地理学以外からの研究が占
める割合が大きくなっていることも併せて指摘している。
５）この数値は調査に対して回答のあった486産地に関するものである。
６）この数値についても、５）と同様、調査に対して回答のあった486産地に関するものである。
７ ）なお、中小企業庁編（2006）によると、地場産業に関する各指標の最高値は、事業所数2,60（985年）、
従業者数,057,482人（98年）、生産額6兆4,327億円（990年）である。これらの数値を2005年のものと比
較すると、減少率は事業所数65.6％、従業者数63.9％、生産額58.7％と非常に大きい。
８ ）例えば、板倉・北村編著（980）では地場産業と国民経済に関する議論が展開されている（pp.33‐45）。
ただし、こうした議論が地場産業研究の主要な論点として取りあげられることはほとんどなかった。
9 ）こうした研究の代表的なものとして、杉岡（973）、清成（975）、山崎（977）、清成（978）、玉野井・
清成・中村・益田編（978）、山崎（98）などがある。
0 ）こうした批判は地域主義思想に基づいた研究だけでなく、産業に関わる諸要素の関連分析に重点を置く
地理学からの研究にも当てはまる。例えば、小口（980）は地理学からの地場産業研究が「地域を研究対
象にしながら地域を利用するだけで、産業の研究に終始」していたことを指摘している（p.9）。
 ）こうした研究数の減少は、事業所数や従業者数をはじめとする各指標に関して、製造業全体に占める地
場産業の割合が低下したことによって、「地場産業の重要性低下」という認識が生じたことに起因している
と考えられる。なお、研究数の減少傾向に加え、須山（2003）は980年代半ば以降、地場産業を取り巻く
環境が一層厳しくなったために、産地の「存続」をキーワードとした研究が増加したことを指摘している
（p.88）。
2 ）上野（200）は、地理学文献目録や国立情報学研究所のデータベース等によると、「５本以上の論文を公
表している（地場産業の）研究者は28人（括弧内は筆者）」いるとしている（p.４）。また、「この28人での
合計論文数は286本で、地場産業研究の55.6％」を占めており、そのため、「地場産業研究は、特定の研究者
に集中し、地理学研究の中でも層が薄い」と指摘されている（p.４）。
3 ）伝統的工芸品産業振興協会編（2003）では、「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」において「伝統的」
と認められる年数について「00年以上の歴史を有し、現在も継続している」ものという基準が示されてい
る（p.７‐８）。これに基づくと「伝統的」な産地とは、おおよそ明治時代以前に形成された産地を指すこと
となり、その数は37産地（全体の65.2％）となる。
4 ）『地理学文献目録』に掲載されている地場産業を扱った論文をみると、こうした傾向が分かりやすい。例
えば、2002～2006年までの５年間に地場産業に関する論文は33本発表されているが（書籍に掲載されてい
るものも含む）、そのうち江戸時代以前に形成された産地を扱ったものは25本（全体の75.8％）にのぼる。
5）近年におけるこうした研究の成果がまとめられた書籍として、上野（2007）、北村（2006）等がある。
6 ）ただし、橘川（998）によると、「ピオリとセーブルによってその意味がクローズアップされながらも、
彼ら自身によっては…産業集積に関する濃密な分析」が十分に行われなかったために、当初の研究は、「お
もに社会学的アプローチに立つ他の研究者達の手で遂行されることになった」と言われている（pp.305‐306）。
7 ）ただし、「個人の合理性を重視し、文化・社会構造などを考慮に入れないという点では新古典派経済学と
同様であ」るため、「新産業空間」論においても、社会・文化的コンテクストは考慮されておらず、個人の
合理性（取引コストの削減）に基づく静態的な理論展開がみられる（水野, 20, p.６）。そのため、「新産業
空間」論では、集積の累積的な形成過程については言及されるものの、イノベーションや知識創造に関す
る動態的側面については、議論の前面に出されていない。
8 ）浅沼（997）は、「関係的技能とは、基本的に、中核企業のニーズまたは要請に対して効率的に対応して
供給を行うためにサプライヤーの側に要求される技能のことである」としている（p.222）。
39
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第34号 （202.）
9 ）「学習地域（learning region）」という概念はフロリダ（Florida, R., 995）によって示された。ストーパーが
いうところの「関係的資産（relational assets）」や「取引されない相互依存性（untraded interdependency）」
が「学習地域」の基盤をなし、こうした社会基盤を持つ地域は外部環境の変化に対する適応性に優れるため、
それが他地域に対する優位性をもたらす源泉になるとされる。
20 ）埋め込み（embeddedness）概念は、カール・ポランニー（Polanyi, K.）によって初めて提示されたもので、
先市場社会において経済的行為が非経済的な制度、社会関係に埋め込まれているという主張がなされた。そ
の後、グラノヴェター（Granovetter, M.）は、近代以降の市場社会においても、経済行為が社会関係の構
造に埋め込まれているとし、「埋め込み」を「経済的行為、経済的結果、そして経済制度が、行為者の個人
的関係、および、諸関係のネットワーク全体の構造に影響されること」と定義した（グラノヴェター, 998, 
p.283）。
2 ）小田（2004）によると、リピエッツは垂直準統合の形態として以下の３種類を提示している。①ネオ・テー
ラー主義の道：「基本的にはフォーディズムの労働編成、空間組織原理を引き継ぐものであるが、最底辺に
おいて垂直準統合が進展して、東南アジアなどへの進出企業を中心にしてその周囲に下請企業の密集が生
じていくという」もの、②カリフォルニア・モデル：「シリコンバレーの存在にちなんで命名されたもので
あり、主に頭脳労働者の個人的上昇志向を基礎とした労働編成に特色づけられる。産業組織としては、専
門化企業の垂直準統合が卓越」するもの、③サターン・モデル：「労働者の集団的参加・交渉を前提にして、
産業システムは極地集中型の複合的な企業間ネットワークという形態をとる」もの（pp.4‐42）。
22 ）コンヴァンシオン（conventions；合意・慣行）とは、「諸個人間の合意を通じて形成される協約や必ずし
も明文化されていない慣習的ルール」のことを指す（立見, 2000, p.553）。なお、詳細についてはBatifoulier
（ed）, P.（200）を参照されたい。
23）詳細については、Batifoulier（ed）, P.（200）、立見（2006）を参照されたい。
24 ）暗黙知（tacit knowledge）とはポランニー（2003）が「私たちは言葉にできるより多くのことを知るこ
とができる」と表現したもので、特定の個人に内面化されていて言語等による表出が困難な知識を指す
（p.8）。
25 ）「経路依存性（path‐dependency）」とは、ある特定の出来事が、将来における技術や組織形態等に影響を
及ぼすことを指すもので、「過去と現在とを関係付ける概念であるが、決定論を意味するものではない」。別
言すれば、それは「歴史的決定主義や過去依存を示唆するものではなく」、「蓋然的で偶有的な過程を意味
する」（外枦保, 202, p.45）。
26 ）なお、こうした進化経済学的視角からの研究として、「イノベーティブ・ミリュウ」に関する研究や（こ
うした研究の動向については、友澤（2000）、山本（2004a・2005）などに詳しい）、サクセニアンによるシ
リコンバレーとルート28を対象とした比較研究などが挙げられる（Saxenian, A.（994・2006））。
27 ）第２部第３章「ダイナミックに変化する世界経済地図」において、シリコンバレー（米国）・新竹（台湾）・
バンガロール（インド）などの産業集積地域が紹介されている。また、クルーグマンの見解に寄りながら、
産業集積の形成に関する基本的要因や、企業連関の広域化と国境を越えた集積相互の連携、産業集積と地
域経済との関わり等に関する記述が詳細になされている。
28）産業クラスター計画とそれに対する学術的な議論の展開については、山本（2004b）に詳しい。
29 ）通常のレギュラシオン理論によるマクロ分析では賃労働関係が最も重視されるが、そうした労働に関す
る調整様式は基本的に国家単位で決定されることが多い。そのため、立見は産地のようなミクロなスケー
ルにおいては、賃労働関係から地域的レギュラシオンを理解することはできないとし、品質決定や価格形
成に関わる調整様式に焦点を当てている（立見, 2000）。
30 ）ストーパーとサレによって示された概念であり、市場の製品と生産者が用いる技術・技能・情報の特性
によって①個人間の世界、②市場の世界、③知的資源の世界、④工業の世界という４つの「生産の可能世界」
が提示されている。これら４つの可能世界には、それぞれに適応的なアイデンティティと参加のコンヴァ
ンシオン（アクターに共有された信念）があり、それによりアクターの行動が調整されることで現実の世
界となる。詳細についてはStorper, M. and Salais, R. （997）および、立見（2004・2006）を参照されたい。
3 ）コンヴァンシオン理論においては、「慣行的規則を含むあらゆる規則は不完全であり、常に解釈の余地が
付きまとう」とされる。その際、「不完全性を補填する解釈の準拠点となるのが「評価モデルとしての慣行」
で」あり、「評価モデルの動員による諸慣行の生成変化の理論は、集団学習のプロセスからな」る、再帰的
40
990年代以降の地理学における地場産業研究の成果と課題　　塚本僚平
な過程であるとされている（立見, 2006, p.4）。
32 ）例えば、立見はワーキング・ユニフォームが属する「生産の世界」を大量生産・大量消費が支配的な「工
業の世界」であると判断しており、その根拠として示されているのは、事例企業（１社のみ）が定番の低
価格商品を中心に生産しているという事実である。しかし、こうした産業集積地域（地場産業産地）には、
他社との差別化を図るために別注品や高機能・高価格製品の生産に特化した企業が存在するというケース
も多く、そうした企業がある場合、当該製品の「生産の世界」はどのように判断すべきなのか、という疑
問が生じてくる。
33）近年では、宮川（2000・200・2002・2003）において、詳細な事例分析が行われている。
34 ）この他、宮川の研究では「風格の経済」、「接遇の環境」といった独自の用語の使用、「民芸」と「工芸」、「場」
と「所」といった語の独自の使い分けといった特徴がみられ、このことが宮川の論を難解なものにしている。
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